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第２６事件：予防接種要綱の瑕疵
■事実
・昭和２３年から４０年にかけ、予防接種を受けたところ、その副反応により、死亡または重篤な後遺障害を負う
・被害児（４８名）とその両親が国に対し、損害賠償または損失補償を求める。
・同種の訴訟が、東京・名古屋・福岡でも
■予防接種について
国が実施したもの：種痘…２５事件参照、ポリオ…脳炎、など
国の行政指導→地方公共団体が実施：２種混合、３種混合…急性脳症、など
任意のもの：インフルエンザ
■判決
◆第一審＝大阪地裁昭和６２年９月３０日
・請求１：国の安全配慮義務違反、不法行為責任→損害賠償請求
「私法上の債権債務関係又はこれに類似する特別な社会接触関係を生じせしめるものと認められず」
「国が民法７０９条に基づいて直接当該国民に対し損害賠償責任を負うことはない」
・請求２：国家賠償法１条１項→損害賠償請求
「厚生大臣、厚生省公衆衛生局長等予防接種行政を担当する国の公務員並びに国の機関たる予防接種担当医師に原告ら主張の過失の存在が認められない」
・請求３：憲法２９条３項等→損失補償請求
「公共の利益のために特定の個人が特別な犠牲を強いられる結果が生じているという点において、憲法２９条３項における損失補償を必要とする状況と共通の結果が出現している」
⇒判決＝請求３（損失補償請求）を認める
◆控訴審＝大阪高裁平成６年３月１６日
・請求１：棄却
・請求２：「接種現場の状況は、禁忌該当者を発見識別し、これを接種対象から除外するための予診を行うための体制としては、極めて不十分なものであったが（中略）原因は、もともと厚生大臣あるいは厚生省当局が予診の重要性を周知徹底させず、十分な予診を実施できるような予診体制を整備しなかったことにある」
「厚生大臣が禁忌者を除外するための十分な予診を受けさせるための体制を速やかに確立し、（中略）適切な措置を講ずべきであったのに、前記のような不十分な基準を設定したり、不十分な予診体制のまま予防接種を実施していた接種現場の予診体制を改善することを怠ったために生じたもの」
　∴厚生大臣の過失→国家賠償へ
・請求３：「被告に対し国家賠償法に基づく損害賠償請求権を有するから（中略）対応する部分については、その申し立てが当然に失効するものと解される」
⇒判決＝請求２（国家賠償）を認める
（この判決と、東京高裁での判決が、予防接種禍訴訟での実務の方向性を決定づける）
◆最高裁で和解成立（平成１１年１１月２６日）…３億５千万円の和解金
■思ったこと、考えたこと等々
微妙な百選ですが、やっていくうちに徐々にしかたないと思う気が。
無過失の場合は？憲法上の補償請求権？もにょもにょ。
予防接種＝悪という議論…代替医療との関係で
Public　Healthの為の、医事法３層構造＋それの基底を成す医療への信頼？
代替医療の問題→厚生労働大臣の発言、山口での幼児死亡事例
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